論理回路シミュレーションによるCMOS符号誤り率測定回路の基本検討 by 大川 典男 et al.
論理回路シミュレーションによる CMOS 符号誤り率測定回路の基本検討 
 
Basic Examination for CMOS Bit Error Rate Detection Circuits though  
the Logical Circuit Simulations 
  
大川 典男 1       大島 慶太 2            芹澤 和明 2  
 
             Norio Ohkawa        Keita Ooshima    Kazuaki Serizawa  
   
   
Abstract： 
 Bit error rate detection (ED) circuits which are installed in the receiver side, are employed to evaluate transmission 
properties of the optical communication systems. Although very expensive, these measuring circuits have been used 
compound semiconductor devices as GaAsMESFETs to get high-speed operation.  This time, the examination circuits 
of the ED circuits are applied to economic CMOSFETs, which have lower power consumption and expected to have 
high-speed operation by shortening those channel length.  The basic functions of the ED circuits which include 
synchronization, error counting, and monitoring control of out-synchronization are investigated through the logical 
circuit simulations on PSPICE.  The operations of the ED circuits employed CMOSFETs are confirmed through the 
logical circuit simulations.   
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生成される PRBS を受信部で発生させ、これらの PRBS 間の
同期を取った後に比較する必要がある。これが同期引き込
み機能であるが、この機能を含む符号誤り率測定回路のブ








を受信した場合は、送信側から伝送されてきた PRBS の n
段分の値を、同期引き込み回路のシフトレジスタで 1 段前
つまり 1 クロック分だけ前にずらしてデータセレクタを通
じて受信側 PRBS 発生回路の n 段シフトレジスタに取り込




PRBS は 7 段（1 周期 127 ビット）を想定している。10-4の
誤りが生じている場合でも 7 段の同期引き込み回路のシフ






側 PRBS のビットの相違が PRBS の 1 周期内に 6 回以上発生
（同期がはずれると 1 周期の約半分のビットが異なる）し
て引き込み要求パルスが送出され、再度、同期引き込みが
実施される。なお、BER が 10-4 以下ならば符号誤り訂正
（FEC)を実施することにより、最も基本的な FEC であるリ
ードソロモン符号 RS（255,239）を用いても、訂正後の
BER は基幹伝送システムの要求条件である BER が 10-12以下



























  ※1 送信側 PRBS 信号入力 ※2 クロック入力 
   ※3 エラーパルス出力 ※4 同期要求パルス入力 
   ※5 受信側 PRBS 信号出力 
 
図 2. 同期引き込み回路の構成 
 
 
 図 3 に同期引き込み回路の機能を確認するために実施
した PSPICE による論理シミュレーション結果を示す。最
初（図の左側～中央）は送信側 PRBS と受信側の PRBS の同
期がとれていないが、同期はずれ監視回路からの同期要求




















 図 1 に示すように、符号誤り率測定回路のエラーカウン
トは、エラーカウント回路で実施される。図 4 にエラーカ
ウント回路の回路構成を示す。エラーカウント部は 10 進





 送信側 PRBS と受信側 PRBS を比較して、エラーが発
生しているか否かを判定するエラー判定回路の回路構成を
図 5 に示す。送信側 PRBS と受信側 PRBS の経路差を調
整するため、送信側 PRBS には 1 ビット遅延させるための

















※1 手動スタート入力端子 ※2 同期確認パルス入力端子 
※3 手動ストップ入力端子 ※4 手動ストップ＆リセット入
力端子 ※5 同期要求パルス入力端子  
※6 クロック入力端子 ※7 エラー入力端子 
 



















図 5. エラー判定回路の構成 
 
 
速度を a [bit/s]、計測時間を t [sec]、その間に計測された
誤りビット数を m [bit]とすると、符号誤り率 BER は次式
で表される。 
ta






















 図 6 にエラーカウント機能を確認するために実施した、 
論理シミュレーションの結果を示す。 



















































 2.3.1 同期はずれと判断される PRBS 信号の１周  
    期内の誤りビット数 
伝送開始時だけでなく、伝送確立後においても、伝送経





PRBS の 1 周期である 127 クロック中に一定数以上の誤り
が発生した場合とした。誤りがランダムに発生している状
















     ...........(2) 
ここでａは伝送速度[bit/s]、ｂは 1 秒間の誤りビット数、













 伝送速度が 1 [Mbit/s]、10 [Mbit/s]、100 [Mbit/s]、1 
[Gbit/s]の場合の BER＝10-4における PRBS の 1 周期中の
符号誤りビット数と生起確率の関係を図 7 に示す。BER
が 10-4という誤りが生じている状態でも、1 周期中に d ビ
ットの誤りが 1 日に 1 回も起こらない最小のｄを同期はず
れの判断基準値とした。生起確率 X は、1 秒当たりの発生
確率で定義されているので、1 日に 1 回も事象が起こらな








ｄは、図 7 より 6 [bit]となる。ちなみに送信側 PRBS と受




PRBS の 1 周期 127 ビット中に 6 個の誤りビットを検出し





















図 7. 1 周期当りの誤りビット数と生起確率の計算結果  
 
 
 2.3.2 同期はずれ監視機能の構成とシミュレー 











れる。同期はずれ監視回路内の 1 周期カウント部で 127 ク
ロックをカウントする間に 6 個のエラーがカウントされる




























※1 クロック入力端子 ※2 エラー入力端子 
※3 同期確認パルス出力端子 ※4 同期要求パルス出力端子 
 




を示す。1 クロックを 1 [msec]に設定したので、1 周期は



































(a) PRBS の 1 周期内でエラー数が 6個の場合 
(b) PRBS の 1 周期内でエラー数が 5個の場合 




部を構成し、文献[1]に示す BER が 10-4 の定量誤りを付加
する 7 段 PRBS 発生回路を送信部に用いて、総合的な動作
確認を行った。このときの論理シミュレーション結果を図
10 に示す。1 クロックの速度が 1 [ms]であり、送信部では
10,001 回に 1 回の誤りを発生させているため、10,001 
[ms]の地点でエラーが発生してエラー数が 20＝1 とカウン
トされる。同期はずれ監視回路が同期が外れていないこと
を PRBS の 1 周期である 127 ビット毎に確認し、同期確認
















図 10. 符号誤り率測定回路の論理シミュレーションに 

























値が 0 にリセットされることが確認できた。 
 三つ目の基本機能である同期はずれ監視機能では、7 段
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